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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 ４社
・連結子会社の名称 技研興業株式会社・日動技研株式会社

株式会社アゼモトメディカル・有限会社筑波工業
② 非連結子会社の状況

イ．非連結子会社の名称 川崎建鉄株式会社
ロ．連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算
書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
イ．非連結子会社の名称 川崎建鉄株式会社
ロ．関連会社の名称 FSK人材育成株式会社
ハ. 持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて持分法の対象から除いても連結
計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）を採用しております。
ロ．その他有価証券

・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用しており
ます。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
ハ．棚卸資産

・商品・製品及び
材料貯蔵品

先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算出）を
採用しております。

・販売用不動産 個別法による原価法（販売用不動産の連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算出）を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次の通りであります。

建物及び構築物 ４〜41年
賃貸用鋼製型枠 ３年

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与支払に備えるため、支給見込額基準により計上しております。
ハ．工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積もる事ができる工事について、損失見込額を計上しております。
ニ．事業損失引当金 当社グループの事業の損失に備えるため、損失の発生が見込まれる事業に対し、損失発生見込額を計上し

ております。
④ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の
期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、ポイント基準によっております。

数理計算上の差異の
費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
当社グループは、「土木関連事業」における法面保護、急傾斜対策等の土木工事、「建築関連事業」における放射線・電磁波シールド、

電波吸収体関連の建築工事及び関連する建築工事用資材等の販売、及び「型枠貸与関連事業」における消波根固ブロック製造用鋼製型枠
の賃貸、建設資材のレンタル及びコンクリート二次製品・土木関連資機材の販売を主な事業としております。

商品及び製品の販売にかかる収益は、顧客との契約における履行義務を充足した時点で認識しております。ただし、商品の販売につい
て出荷時から顧客による検収までの期間が短期間である場合においては、出荷時に収益を認識しております。なお、当社グループが製品
及び商品の販売について代理人として関与している場合には、純額で収益を認識しております。

土木工事及び建築工事においては、主に長期の工事契約を締結しています。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足
されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しています。進捗度の測定は、当連結会計年度末までに発生した工事
原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいています。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りができない工
事については、原価回収基準を適用しています。また、工期が短い工事については原価回収基準を適用せず、完全に履行義務を充足した
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時点で収益を認識しています。
「型枠貸与関連事業」の鋼製型枠の賃貸にかかる収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）に
基づき収益を認識しています。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記
(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。)等を
当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20−３項ただし書きに定める
経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用
指針」という。）第65−２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への
影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表における取扱いの見直
しに 関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更によ
る連結計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
（一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

進捗度に応じた工事請負金額の売上高 1,553,558千円
（2）識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

請負工事契約において、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積る事が
できない場合を除き、履行義務の充足度に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。履
行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は工事原価総額に対する発生原価の割合で算出しております。

工事原価総額の見積りは、過去の工事の施行実績をもとに、仕様や作業内容などの入手可能な情報に基づいて策定した実行予算を
用いており、施工中の工事の施工状況や請負工事契約の契約条件等に著しい変化はないものと仮定して作成しています。また、工事は
一般的に長期にわたる事から、鋼材・鉄筋等の資材価格の高騰、工種の変更等による外注費用の増加、手直しの発生など想定していな
かった原価が発生する可能性があるため、工事原価総額を継続的に見直しています。このため、追加原価の発生等により工事の進捗度
が変更された場合には翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）棚卸資産の内訳

商品及び製品 11,301千円
販売用不動産 453,513
材料貯蔵品 51,883

計 516,697
（2）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
建物・構築物 484,817千円
土地 2,838,315

計 3,323,132
② 担保に係る債務

一年内返済予定の長期借入金 378,178千円
長期借入金 2,114,185

計 2,492,363
（3）有形固定資産の減価償却累計額 10,677,367千円

上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額157,887千円が含まれております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

普通株式 16,237,977株
（2）剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等
配当金の総額 16,234千円
１株当たり配当額 １円
基準日 2024年３月31日
効力発生日 2024年６月26日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度以降になるもの
配当金の総額 17,857千円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 1.1円
基準日 2025年３月31日
効力発生日 2025年６月27日
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６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金の運用については短期的な預金等に限定し、資金の調達については、銀行等金融機関からの借入により行っており
ます。

受取手形・完成工事未収入金等の営業債権に係る信用リスクは、与信管理に関する規定に基づきリスク低減に努めています。
有価証券及び投資有価証券は、政策投資として保有しており、上場株式については、四半期ごとに時価を把握しております。
長期貸付金は従業員に対する貸し付けであり、従業員貸付金規程に基づき適切に管理しております。
支払手形・工事未払金等は概ね短期間で決済されるものです。
借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

また、現金預金、受取手形・完成工事未収入金等、支払手形・工事未払金等、未払法人税等は短期間で決済されるため、時価が帳簿価格に
近似する事から注記を省略しております。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券（＊1) 6,121,289 ６,121,289 −

長期貸付金 8,849

貸倒引当金(＊2) △8,849

− − −

資産計 6,121,289 6,121,289 −

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 3,304,125 3,292,928 △11,196

リース債務 1,346 1,343 △3

負債計 3,305,471 3,294,271 △11,199

（＊1）市場価格のない株式等は、「その他有価証券」に含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下の通りです。
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

関係会社株式 5,000

（＊2）長期貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又
は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて
算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の

算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 5,906,023 5,906,023

投資信託 215,266 215,266

資産計 5,906,023 215,266 6,121,289

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
長期借入金（1年内返済予定の長期
借入金を含む） 3,292,928 3,292,928

リース債務 1,343 1,343
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負債計 3,294,271 3,294,271

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定にかかるインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類して
おります。投資信託は取引金融機関から提示された価格に基づき算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、
レベル２の時価に分類しております。

７．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは主に東京都に賃貸用のオフィスビル（土地を含む）及び京都府に土地を有しております。2025年３月期における当該賃貸
等不動産に関する賃貸損益は△7,290千円であります。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

2,744,885千円 350,722千円 3,095,608千円 4,024,598千円

（注） 1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2.期中増減のうち主な要因は、遊休不動産への振替（391,986千円）によるものです。
3.期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であり

ます。

８．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

報告セグメント その他
（注） 合 計

土木関連事業 建築関連事業 型枠貸与関連事業

一時点で移転される財 − 221,368 108,926 8,910 339,205

一定期間にわたり移転される財 728,657 2,510,805 − − 3,239,462

顧客との契約から生じる収益 728,657 2,732,173 108,926 8,910 3,578,667

その他の収益 − − 1,260,020 67,753 1,327,773

外部顧客への売上高 728,657 2,732,173 1,368,946 76,663 4,906,441

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、事務所用テナントビル等の賃貸収入、太陽光等による
発電及び売電事業等が含まれております。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等、（4）会計方針に関する事項、⑤ 収益及び費用の計上基準」に
記載の通りです。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は以下の通りです。

当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権 787,762 800,244

契約資産 614,627 787,400

契約負債 48,117 166,739

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は「受取手形・完成工事未収入金等及び契約資産」に含まれてお
ります。また、期首時点の契約負債48,117千円は当連結会計年度の収益として計上されています。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループの未充足の履行義務は2025年３月31日時点で2,286,344千円であり、履行義務の充足につれて３年以内で収益を認識する

事を見込んでおります。
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９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 672円39銭
（2）１株当たり当期純利益 30円30銭

１０．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

１１．その他の注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用
しております。

（2）収益及び費用の計上基準
当社における収益は、主に関係会社からの経営指導料及び受取配当金であります。
経営指導料については、各関係会社との契約に基づき、連結経営及び各関係会社の経営に関する業務を履行する義務を負っております。

当該経営指導料にかかる履行義務は、契約期間に応じて収益を認識しております。また、受取配当金については、配当金の効力発生日をも
って認識しております。

２．貸借対照表に関する注記
（1）保証債務

下記の関係会社の金融機関からの借入金に対し、保証を行っております。
技研興業株式会社 539,800千円

（2）関係会社に対する金銭債権、債務
短期金銭債務 337,515千円
長期金銭債務 1,998,159千円

３．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業収益 69,222千円
営業外費用 18,509千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当期末における自己株式の種類及び総数

普通株式 3,441株

５．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産
未払事業税 2,993千円

繰延税金資産計 2,993千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △45,546千円
繰延税金負債計 △45,546千円
繰延税金負債の純額 △42,552千円

(２)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立したことに伴い、2026年4月1日以後に開

始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、2026年4月1日に開始する事業年度以降に解
消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62%から31.52%に変更し計算しておりま
す。この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額が1,300千円増加し、その他有価証券評価差額金1,300千円が減少しております。

６．関連当事者に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会社等の
名称 所在地

資本金又は
出資金

（千円）
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所有）

割合（％）
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 技研興業
株式会社

東京都
千代田区 102,000

波消ブロック
の貸与、

土木工事、
建築等

直接
100

経営指導、
資金の借入、
役員の兼任

経営指導料の
受け取り（注１） 52,984 ― ―

受取配当金（注１） 16,237 ― ―

資金の借入（注２） 340,000

１年内返済予定の
長期借入金 40,000

長期借入金 1,998,159

利息の支払（注２） 18,509
未払費用 297,515

経費の立替（注３） ―

債権･債務の相殺
（注４） 45,653 ― ―

債務保証（注５） 539,800 ― ―

取引条件の決定方針
（注）１．経営指導料及び受取配当金については、双方協議のうえ合理的に決定しています。

２．資金の借入の利率については、市場金利を勘案し、双方の協議により合理的に決定しております。
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３．経費の立替に関しては、外部の取引業者への立替払いであり、親子間の直接的な取引ではないため、取引金額の記載を省略しており
ます。

４．債権・債務の相殺は、売掛金45,653千円と長期借入金40,000千円及び未払費用5,653千円の相殺処理によるものです。
５．連結子会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

７．収益認識に関する注記
顧客との契約から収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表の「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（2）収益及び費

用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 502円90銭
（2）１株当たり当期純利益 8円65銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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